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　普及率が上昇してきたインターネットが 、(1)日本の政治の世界で近年利用されてい

ることは周知の事実である。主要政党、政治家、政治団体の多くが、ホームページを

開設し、文章・音声・映像を使ってそれぞれの主張や情報を提供している。日本の公

職選挙においては、ホームページを選挙運動に使うことは禁止されているが 、(2)イン

ターネット上の選挙情報は、選挙運動期間中であっても多く存在している。例えば、

テレビ・新聞・雑誌などの一般のマスメディアは、インターネット上で選挙関連の

ニュースを発信しており、市民団体や研究者等も選挙に関する情報をインターネット

上で公開している。候補者および政党は、選挙運動違反にならないように、選挙運動

期間中はホームページを更新していない。しかし、政党や政治家のホームページを選

挙運動期間中でも閲覧することはできる。

　このようにインターネットの政治利用が進んでいるが、選挙情報の収集にインター

ネットを使っている有権者は、まだ極めて少数である。2000年衆院選および 2001年

参院選時の全国調査によると、調査対象有権者の 2％のみがインターネット上の選挙

情報に接触したと回答している。これは、新聞上で選挙情報に接触した人の割合 (約

30％ )と比べると確かに小さな数字である (石生 2003)。

　インターネット上の選挙情報に接触する有権者が少ないことは、それに対する研究

の重要性が小さいことを意味してはいない。第一に、普及率のさらなる上昇が予想さ

れ 、(3)また、インターネット上の政治情報が豊富になるにつれ、選挙情報をインター

ネットで収集する有権者は増加する可能性がある。第二に、インターネット上での選

挙運動が解禁されれば、インターネットを選挙の情報源とする有権者は増加すること

が予想される 。(4)第三に、インターネット上の選挙情報を得る有権者の割合が大きく

ならなくても、そのようなユーザーがオピニオンリーダーとなって、他の有権者に影
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接触が少ない (Paolino and Shaw 2003)。

　日本における調査では、川上・平野 (1999)の 1998年参院選の研究、川上 (2003)と

読売新聞社（2000）が行った 2000年衆院選の研究が先駆的であり、インターネットユー

ザーは一般有権者と投票政党が異なり、自民党よりも、民主党投票者が多いという結

果を報告している。これらの調査は日本におけるインターネットユーザーの政党投票

傾向を初めて浮き彫りにした重要な研究であるが、なぜインターネットユーザーに民

主党投票者が多いのかという理論的説明にはいたっていない。

　筆者 (石生 2003)は、2000年衆院選と 2001年参院選において、インターネット選

挙情報接触者がどのような投票を行ったのかを分析した。まず 2000年衆院選では、

インターネット選挙情報接触者の約 50%が民主党に投票しており、民主党への投票

傾向が強いことを確認している。しかし、2001年参院選では、インターネット選挙

情報接触者は、自民党に最も多く投票しており、民主党への投票傾向は見られない。

2000年衆院選では民主党に投票し、2001年参院選では自民党に投票したインターネッ

ト選挙情報接触者の特殊性を、彼らの選挙関心度と政策関心度に注目し、また、当時

の政治状況を加味して次のような解釈した。

　つまり、インターネット選挙情報接触者は、政策上の改革に熱心だと思われる政党

に投票する傾向があり、どの政党がその代弁者になるかによって、投票政党が変わる

ということである。しかし、その分析においてはクロス分析のみを行っており、独立

変数間の関係をコントロールしていない。そのため、インターネット選挙情報接触者

の投票特殊性が、社会的属性の影響であるのか、選挙関心・政策関心の影響であるの

か、それとも両方の影響であるのかがはっきりしない。

　2000年衆院選時のインターネットユーザーは民主党へ投票傾向が強かったという

ことを、社会的属性のみで説明することも理に適う。なぜなら、インターネットユー

ザーの社会的特徴が、当時の民主党投票者の特徴と似ているからである。2000年衆

インターネット情報接触者は、選挙関心が高く、また、政治・行政改革への関心

が高い。2000年衆院選時は、森政権に対する改革への希望が薄かったため、イ

ンターネット情報接触者は民主党に投票する傾向があったと思われる。しかし、

2001年参院選時は小泉政権の改革実行への希望が高かったため、自民党に投票

する傾向が強かったと推測できる（石生 2003, 41）。

インターネット選挙情報接触者の政治的特殊性
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票をするかというと、インターネット選挙情報接触者の政策注目度が高いからだと考

える (仮説 H2)。政策注目度とは、投票政党の決断の際に有権者が政策問題を考慮する

度合いのことを意味している。

　インターネットは、新しい情報メディアであり、インターネットを利用する理由は、

より多くの情報を得るためであると考えられるが、デジタルデバイドという言葉が示

すように現在インターネット利用はまだ一部に限られ、既存のユーザーは初期導入者

である。したがって、彼らの情報に対する意識は、非利用者よりも特に強いと推測で

きる。正田 (2000, 199)の研究によると、インターネットユーザーは、ノンユーザー

よりも、「ほしいものを買う時はいろいろ情報を集めて研究するほう」と回答する傾

向が約 2倍であり、「情報収集に意欲的である」。これは購買における情報収集である

が、選挙にもあてはまる可能性がある。

　そのように情報意識の強い有権者が、インターネット上の様々な政治情報に接触す

ることによって、政策注目度を高めると考えられる。例えば、社会問題・政治・選挙

に関する詳しい情報をインターネット上で見ることによって、政策情報への興味を一

段と高くすることになる。結果として、インターネット選挙情報接触者が投票判断を

行う場合、政策に関わる情報をその判断材料にする傾向が強いと推論する。政策に関

わる情報とは、社会の問題に対処するためにどのような政策が必要で、また、どの政

党・候補者がそのような政策を掲げているのかという情報のことである。筆者は（石

生 2003）、インターネット選挙情報接触者には「財政再建」「行政改革」などの政策

問題を考慮するものが多かったという報告をしたが、これはインターネット選挙情報

接触者の政策注目度が高かったことを意味すると解釈できる。

　それでは、インターネット選挙情報に接触することがどのように投票に影響するの

だろうか。インターネット上の政策情報に注目することによって、重要な政策問題を

認識し、候補者・政党が掲げる政策の違いをより理解し、必要な政策を実行できる候

補者・政党に投票することになる。つまり、政策上の問題点を解決できると思われる

候補者･政党により投票するであろう。このことは、インターネット選挙情報接触者

が 2000年では民主党に投票し、2001年参院選では自民党に投票する傾向があったこ

とに通じる（石生 2003）。つまり、自民党党首が森喜朗の時は政策問題への解決を期

待できずに、インターネット選挙情報接触者は民主党に投票し、2001年選挙では小

泉純一郎党首に政策問題解決を期待して自民党に投票したということである。しかし、

この傾向が社会的属性をコントロールしても確認できるかどうかは、本稿の分析結果
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表1　メディアの選挙情報接触率 

2000年衆院選  
2001年参院選 

2.0%

2.0%

28.9%

25.8%

67.7%

64.3%

インターネット 新聞 テレビ (9)



表2　インターネット選挙情報接触と2000年衆院選投票 

自民党  
民主党 
他の党 

N

40.5%

29.7%

29.8%

なし 

16.2%

48.6%

35.1%

100%

1,483

100%

37

あり 

χ2 検定有意確率: 0.007.　Cramer’s V: 0.081

ネット情報接触 
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表3　投票政党の多項ロジット回帰分析結果：2000年衆院選投票 

モデル1

民主党 他の党 民主党 他の党 

モデル2

定数 
 
メディア接触 
インターネット 
新聞 
テレビ 
 
社会的属性 
性別（男性）  
 
20代
30代
40代
50代
60代
70代 
 
大卒   
短大・高専   
高卒  
 
大都市   
中都市  
            
初期-2対数尤度
モデル-2対数尤度 

N   

Nagelkerke R  

* P < 0.05, ** P < 0.01

従属変数のベースカテゴリーは、自民党投票。

-0.467**

 0.942

 0.272

 0.120

109.160

64.533

1,520  

0.033

1682.863

1505.311

1,515  

0.125

-1.432**

 0.518

 0.163

 0.250

-0.275* 

 1.617**

 1.035*

 1.289**

 0.471

 0.558

 0.054

  0.090  

-0.131  

-0.063  

 0.825**

 0.461**

-2.558**

 0.536

 0.511**

 0.303

-0.162 

 1.704**

 1.534**

 1.649**

 1.184*

 0.911

 0.548 

 0.737**  

 0.520*  

 0.415* 

 0.788**

 0.471** 

-0.689**

 1.082*

 0.697**

 0.207

2
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して有意だということである。つまり、インターネット選挙情報接触者と新聞選

挙情報接触者は、自民党よりも民主党に投票する傾向が強かったと解釈できる。

　モデル 2においては、社会的属性の変数を同時に投入している。その結果、社会的

属性をコントロールすると、インターネット選挙情報接触の影響は有意ではなくなる。

新聞接触の影響は、1％水準で有意である。つまり、新聞によって選挙情報を得た人

ほど、自民党よりも民主党に投票する傾向があったということがわかる。推測である

が、これは、新聞報道の中で森党首への批判、または、民主党へのポジティブな報道

を見ることによって、自民党よりも民主党に投票傾向が強くなったということを意味

しているのかもしれない。別の解釈としては、新聞選挙情報接触者は、社会的属性で

説明できない何らかの特殊性があると言えるのかもしれない。年齢、教育、都市規模

は、投票政党に影響している。具体的には、年齢が低い人（特に 20～ 40歳代）ほど、

学歴が高い人ほど、また、大都市に住んでいる住民ほど、自民党よりも民主党に投票

する傾向があり、社会的属性が強く影響していることがわかる。他の党への投票では、

性別、年齢、都市規模が有意である。

　表 3の結果は、クロス分析で見られたインターネット接触者の投票傾向は、社会的

属性の影響が間接的に出ていたことを意味する。つまり、インターネット選挙情報接

触者の社会的属性が、民主党投票者のそれと似ていたために、インターネット選挙情

報接触者の多くが民主党に投票したのである。ここでわかったことは、仮説 H1に反

して、インターネット選挙情報接触は投票政党に影響を与えていないということであ

る。インターネット接触と投票政党のクロス分析では、関係が有意であったが、その

関係は見せかけの連関であり、社会的属性の影響が現れたものに過ぎなかった。

　次に 2001年参院選の分析結果をみてみよう。表 4は、インターネット選挙情報接

触と 2001年参院選比例区における投票政党の関係をクロス分析している。ここでは、

インターネット接触がある者とない者で、投票政党に若干の違いが見て取れるが、

χ 2検定結果 5%水準で有意ではない。したがって、2000年衆院選と異なり、社会的

属性をコントロールしなくても、インターネット情報接触者の投票特殊性を見ること

はできない。

インターネット選挙情報接触者の政治的特殊性
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表4　インターネット情報接触と2001年参院選投票 

自民党  
民主党 
他の党 

N

51.4%

14.8%

33.8%

なし 

41.9%

22.6%

35.5%

100%

1,342

100%

31

あり 

ネット情報接触 

χ2 検定有意確率: 0.412.　Cramer’s V: 0.036

　次に、社会的属性等との関係をコントロールするため、多項ロジット回帰分析を行っ

た（分析結果は表 5参照）。モデル 3は、メディア接触のみを独立変数として投入し

ている。ここでは、クロス分析結果と同じく、インターネット接触は有意でない。し

かし、テレビが「他の党」にマイナスの影響を与えていることがわかる。

　次に、社会的属性の変数を同時に投入したモデル 4をみてみると、民主党投票に

関しては、メディア接触は有意ではなく、性別、年齢 40歳代、大都市在住のみが有

意である。具体的には、男性、40歳代、大都市在住者は、そうでない人と比較して、

自民党よりも民主党に投票する傾向が強かったということである。注目すべき点は

2000年衆院選と異なり、若年層と学歴の影響が有意でないことである。これは、民

主党投票者の社会的属性が、インターネット情報接触者の社会的属性にあまり似てい

ないことを意味し、このことが、インターネット情報接触者の投票政党がクロス分

析においても有意でなかったのことの原因であると思われる。「他の党」に関しては、

テレビ情報接触（マイナスの影響）、年齢、大都市在住が有意である。

　まとめると、2001年参院選ではクロス分析においても多項ロジット分析において

も、インターネット接触の影響が有意でなかった。それは、参院選の時点では、学歴

は投票に影響せず、年齢と在住都市規模の影響も小さくなっている。すなわち、高学

歴・若年層・大都市住民にも自民党投票者が多く、民主党への支持が弱くなっていた。

そのため、クロス分析でさえも、インターネット接触が投票政党に対して、有意な影

響を持つことがなかった。小泉党首の登場が、社会的属性と投票の関係を大きく変え

たと言えよう。これは、政策改革への期待が、森党首と小泉党首では大きく違ったこ

とが原因であろうと推測する。

　以上、2000年衆院選と 2001年参院選の分析結果は、インターネット選挙情報接触者
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表5　投票政党の多項ロジット回帰分析結果：2001年参院選投票

モデル3

民主党 他の党 民主党 他の党 

モデル4

定数 
 
メディア接触 
インターネット 
新聞 
テレビ 
 
社会的属性 
性別（男性）  
 
20代
30代
40代
50代
60代
70代 
 
大卒   
短大・高専   
高卒  
 
大都市   
中都市  
            
初期-2対数尤度
モデル-2対数尤度 

N   

Nagelkerke R  

* P < 0.05, ** P < 0.01

従属変数のベースカテゴリーは、自民党投票。

-0.107

 0.304

 0.163

-0.544**

1436.900

1331.771

1,368

0.086

90.375

71.623

1,373

0.016

-2.823* 

 0.318

-0.107

-0.186

 0.436*  

  

 0.986

 1.167

 1.510*

 0.979

 0.499

 0.527

 0.458  

 0.147  

 0.366  

 0.584*  

 0.407  

-1.433** 

-0.091

 0.125

-0.581**

-0.019  

  

 1.727**

 1.288**

 1.515**

 1.348**

 0.770

 0.601

-0.113  

-0.095  

-0.017  

 0.641**  

 0.284  

-1.164**

 0.633

 0.046

-0.132

2

インターネット選挙情報接触者の政治的特殊性

の投票政党が、社会的属性で十分に説明できることを示している。2000年衆院選に

おいて、インターネット選挙情報接触者の民主党への投票傾向があるように見えたの

は、単に民主党投票者とインターネット選挙情報接触者の社会的属性が類似していた

からである。そして、社会的属性と民主党への投票政党の関係が弱くなった 2001年

参院選では、インターネット選挙情報接触者の投票特殊性を見ることはできない。
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表6　政策注目度

2000年衆院選 

平均値 N 平均値 N

2001年参院選 

ネット接触者
新聞接触者
大卒
テレビ接触者
男性
60代
40代
大都市在住
サンプル全体

18.8

14.5

14.0

11.8

11.8

11.7

10.8

10.1

(45)

(653)

(393)

(1527)

(1006)

(446)

(465)

(2252)

16.5

12.4

11.6

10.3

9.8

10.5

10.3

9.0

(43)

(544)

(364)

(1355)

(983)

(345)

(439)

(2110)

インターネット選挙情報接触者の政治的特殊性

　表 7の重回帰分析では、政策注目度を従属変数とし、メディア接触、社会的属性を

独立変数に設定してある。2000年衆院選と 2001年参院選の分析結果は、類似している。 

インターネット選挙情報接触は、社会的属性等をコントロールしても 1%水準で有意

であり、インターネット選挙情報接触者は、非接触者よりも、5ポイント以上政策注

目度が高いという結果である。他の情報メディアである新聞やテレビへの接触も、有

意で正の影響を持っている。性別の影響も有意で、男性の方が政策注目度が高い。年

齢に関しては、2000年と 2001年で若干の違いがあるが、中高年層の政策注目度が高

いことがわかる。学歴は、高学歴ほど政策問題関心度が高い。在住都市規模は有意で

はない。
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表7　政策注目度の重回帰分析結果

2000年 

衆院選 

2001年 

参院選 

定数 
 
メディア接触 
インターネット 
新聞 
テレビ 
 
社会的属性 
性別（男性）  
 
20代
30代
40代
50代
60代
70代 
 
大卒   
短大・高専   
高卒  
 
大都市   
中都市  
           
N   

Adjusted R 

* P < 0.05, ** P < 0.01

 0.878

 5.453**

 3.976**

 3.032**

    

 2.215**

 

-1.088

 0.660

 2.317

 3.147**

 4.577**

 3.311**

 5.294**

 4.058**

 2.100**

-0.121

 0.045

 2,229  

 0.160

 2.396*

 5.902**

 2.975**

 2.540**

    

 0.862*

 

-1.396

 0.245

 2.820*

 3.286**

 3.264**

 1.315

 3.624**

 2.551**

 1.084*

 0.940

-0.033

 2,098  

 0.128 2





46 47表8　投票政党の多項ロジット回帰分析結果

モデル5

民主党 他の党 民主党 他の党 

モデル6

定数 
 
政策注目度 
 
社会的属性 
性別（男性）  
 
20代
30代
40代
50代
60代
70代 
 
大卒   
短大・高専   
高卒  
 
大都市   
中都市  
            
初期-2対数尤度
モデル-2対数尤度 

N   

Nagelkerke R  

* P < 0.05, ** P < 0.01

従属変数のベースカテゴリーは、自民党投票。

-2.378**

 0.029**

-0.215  

 1.640**

 1.511**

 1.608**

 1.129*

 0.800

 0.480

 0.760**

 0.505*

 0.394*

 0.843** 

 0.444**   

-1.723**

 0.012

-0.069  

 1.603**

 1.218*

 1.381**

 1.231**

 0.639

 0.513

-0.158 

-0.109  

-0.009  

 0.553**  

 0.270

2542.796

2361.476

1,513

0.127

2040.565

1950.358 

1,366  

0.074 

-2.897**

-0.008

 0.428*

 0.986

 1.166

 1.510*

 0.987

 0.505

 0.523

 0.474

 0.159

 0.363

 0.565* 

 0.404  

-1.389**

 0.033**

-0.337*

 1.600**

 1.027*

 1.227**

 0.382

 0.418

-0.038

-0.044

-0.216

-0.136

 0.872** 

 0.439**  

2
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ることになる。

　ここで一つの疑問が生じる。それは、2000年衆院選において仮説 H1が支持されなかっ

たにもかかわらず、仮説 H2と仮説 H3がこの選挙において支持されたかという点である。

その理由は、政策注目度に影響を与えるメディア接触は、インターネット接触だけでは

ないことに関係がある。分析結果からも分かるように、新聞・テレビへの接触も政策注

目度に影響を与えており、インターネット接触はその影響要因の一つに過ぎない。別の

いい方をすれば、インターネットは情報媒体として補完的な機能をしているのであって、

革命的に異なった機能を果たしているわけではない (DiMaggio et al. 2001)。実際、新聞 (2000

年 )とテレビ（2001年）は投票に影響していたため、既存のメディアの方が、インターネッ

トよりも影響が大きいと言った方がよさそうである。

　今後の選挙にて、インターネット情報接触の影響はどうなることが予想できるのであ

ろうか。まず、インターネットユーザーが今後日本で増加し、また、選挙運動が解禁に

なっても、インターネット選挙情報接触者の割合が 20％を超えることは簡単ではないで

あろう。インターネットアクセスの割合が 50％を超えているアメリカでも、候補者のホー

ムページにアクセスした割合は 15％を超えていない (Paolino and Shaw 2003)。つまり、イ

ンターネット選挙情報接触者は政治情報エリートであり、そういう人のみが今後も接触

していく可能性がある。しかし、その割合が極端に増えないことが、選挙に影響を与え

ないという意味でもない。ここでいう政治情報エリートの例としては、ジャーナリスト

なども含まれる。選挙プランナーの三浦博史 (2003)によると、政党のホームページに一

番アクセスしているのはジャーナリストであるという。もちろん、ジャーナリスト以外

の有権者もそのようなホームページを見ているだろうが、そのような人は政治情報エリー

トであり、その人たちのフィルターを通して、一般有権者にイメージが広がる可能性は

高い。したがって、インターネット選挙情報接触者はその割合が少なくても、一般有権

者への影響が間接的に大きい可能性は十分にある。

　本稿の研究の限界とこれからの研究について指摘しておく。本稿で分析したインター

ネット接触者は非常にケース数が少なかった。もちろん、インターネット政治情報の利

用者が少ないのは現実であると思われるが、数が少なかったために、統計的に有意にな

りにくかった可能性がある。したがって、インターネット接触が増えてきた場合、または、

より大きなサンプルで調査をした場合には、インターネット選挙情報接触者の特徴がよ

りはっきりと分析できる可能性がある。このような観点から、本稿の分析は、再調査が

必要であると考えられる。
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付録　変数のコーディング 
変数 
投票政党 
 
 
 
 
 
ネット選挙情報接触 
 
新聞選挙情報接触 
 
テレビ選挙情報接触 
 
性別 
 
年齢 
 
 
 
最終学歴 
 
 
 
在住都市規模 
 
 
 
政策注目度 

2000年衆院選比例区と2001年参院選比例区における投票を、そ
れぞれ(3) 自民党、(1) 民主党、(2) その他の党とコーディングし
た。投票を棄権した者および「わからない」と回答した者は、
欠損値に指定。多項ロジット回帰分析では、自民党投票がベー
スカテゴリー。

(0) 接触なし、(1) 接触あり

(0) 接触なし、(1) 接触あり

(0) 接触なし、(1) 接触あり

(0) 女性、(1) 男性

20歳代、30歳代、40歳代、50歳代、60歳代、70歳代、80歳以上
と区分して、ダミー変数を作成。回帰分析では、80歳代がベー
スカテゴリー。

大学卒、短大・高専・専修学校卒、高校卒、中学卒の４つに区
分し、ダミー変数を作成。「わからない」は欠損値に指定。回
帰分析では、中学卒がベースカテゴリー。

大都市（東京区部・政令指定都市）、中都市（大都市以外の市）、
小都市（町村）の3つに区分し、ダミー変数を作成し、回帰分
析では小都市がベースカテゴリー。

それぞれの選挙において、16の政策問題に対して、「考慮しま
したか」という質問があり、その答えとして選択した政策問題
の数をまず求めた。次に、その選択数と選挙関心度の積を求め
た。選挙関心度は、2000年衆院選と2001年参院選のそれぞれに
関して「どれくらい関心をもちましたか」という問いに対する
答えで、次のようにコーディングされている変数である。(4) 

非常に関心をもった、(3) 多少は関心をもった、(2) ほとんど関
心をもたなかった、(1) 全く関心をもたなかった。「わからな
い」は欠損値に指定。したがって、政策問題選択数が多く、関
心度が高ければ、政策注目度は高くなる。例えば、選択数が16

で選挙関心度が4であれば、政策注目度は64となる。

インターネット選挙情報接触者の政治的特殊性
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Multivariate Analyses of Political Characteristics of Japanese Eligible Voters 

Who Access the Internet for Election Information

<Summary>

Yoshito Ishio

Applying multivariate analyses to national survey data, this article

 investigates the voting behavior of Japanese eligible voters who accessed 

Internet homepages for election-related information during the 2000 and 2001 

national election campaigns.  The analyses produced three main findings.  First, 

Internet access had no direct effect on voting.  The effect of Internet access on 

voting, which was observed for the 2000 Lower House Elections, disappeared 

when social background variables were controlled for.  Second, eligible voters 

who accessed Internet homepages for election-related information weighed 

issues more heavily in making voting choices than those eligible voters without 

such access.  Third, issue consideration had a significant effect on voting 

behavior for the 2000 Lower House Elections, but not for the 2001 Upper House 

Elections.  


